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POINT

KDDIは、サステナビリティ経営の一環として、経営基盤の強化に取り組ん
でいます。本パートでは、サステナビリティ担当役員であるCFOによるメッ
セージを通じて、財務・非財務の両面から企業価値向上を目指す考え方、
人財戦略、環境戦略についてご紹介しています。

また、グループガバナンスの強化や、22.3期から継続している非財務活動
の可視化の取り組みについても掲載しています。

具体的な取り組みや社員の声は、WEBサイト「KDDIトビラ」などもぜひご
覧ください。
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 高輪本社 KDDIトビラ

WEB  LINK

https://tobira.kddi.com/
https://www.kddi.com/takanawaoffice/
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経済の好循環実現に向けて

サテライトグロース戦略を支える財務運営

CFOメッセージ

当社はサステナビリティ経営を中期経営戦略の軸に据え、パートナーとともに企業価値の向上
と社会の持続的成長の好循環を目指しています。サステナビリティ経営の実現は、当社のみでは
なし得ず、ステークホルダーの皆さまとともに持続的に成長していくことが必要だと考えます。昨
今、社会全体であらゆる価格の見直しが進んでいる中、パートナー企業の労務費などコスト増加
分を適切に取引価格に転嫁していく「取引適正化の推進に向けた基本方針」を定め、パートナーへ
の還元を推進してきました。当社としては、今回の「au Starlink Direct」や「Pontaパス」を軸と
したサービス改定により、通信の高度化やAIなど未来への再投資を実施するとともに、さらなるス
テークホルダーへの還元を後押しし、経済の好循環を実現していきます。

EPS1.5倍達成に向けて

現中期経営戦略では、26.3期EPS目標として19.3期対比で1.5倍水準を目指しています。最
終年度となる26.3期は連結ベースの売上高6兆3,300億円（前期比＋7.0%）、営業利益1兆1,780
億円（前期比＋5.3%）、親会社の所有者に帰属する当期利益7,480億円（前期比＋9.1%）と増収
増益、このEPS目標を達成する計画を掲げております。
26.3期営業利益は、①通信の高付加価

値化によるモバイル収入増、②金融・エネ
ルギー・ローソンの持続的成長、③IoTや
データセンターなどグロース領域成長によ
るビジネスセグメント収入増、④技術構造
改革などによる増益により、楽天ローミン
グ収入減やパートナー共創への投資等を吸
収し、25.3期対比で＋593億円の増益を
目指します。

サステナビリティ経営による、
企業と社会の
持続的成長の実現

取締役執行役員専務
CFO コーポレート統括本部長
サステナビリティ担当役員
最勝寺 奈苗

■ 中期EPS目標 （単位 : 円）

 26.3期 EPS:194.38円（予） 

19.3-26.3期 EPS成長：CAGR6.0％

194.38

19.3期

129.55

26.3期（予）

1.5倍
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CFOメッセージ

会社の業績・財務状況は、財務価値として経営の結果を表す大きな要素ですが、ESGへの取り
組みなど非財務価値が企業価値を表す要素として重要です。サステナビリティ経営を支える経営
基盤の強化として、人財ファースト企業への変革、カーボンニュートラルの実現、ガバナンス強化
によるグループ経営基盤強化等への取り組みも推進し、財務だけでなく非財務の価値向上にも取
り組んでいます。また、付加価値の高い商品やサービスを創出するには、特許等の知財権獲得や
ノウハウ・ブランド等の無形資産により差別化することが求められていますので、当社として、これ
らの知財・無形資産を稼ぐ力に結び付けるべく、事業戦略と一体になった知財・無形資産戦略を
策定し、推進していきます。

人財ファースト企業への変革
　
個と組織の力を進化させるため、「働き方アップデート」を実行し、より働きやすい環境づくりに

取り組んでいます。
当社は2025年4月よりTAKANAWA GATEWAY CITYのTHE LINKPILLAR 1 NORTHに
順次移転し、2025年7月に新本社をグランドオープンしました。新本社のコンセプトは「つなぐチ
カラを進化させ、ワクワクする未来を発信し続けるConnectable City」です。
新本社は、さまざまな部署やグループ会社に加えて、お客さまやパートナーを含む社内外との

共創を促進するコラボレーションスペースやイベントエリアを設けるなど、さまざまな垣根を越え、

近年ますます重要性が高まっている資本
効率を意識した経営に向け、当社はROE
にも注目しています。25.3期の金融事業
を除くROEは13％台となり、株主資本コ
ストを上回っておりますが、26.3期は事業
成長と株主還元の両立により、さらなる
ROEの向上を目指しています。今後も、持
続的な事業成長に加え、バランスシートの
効率的な運営を意識していきます。

持続的成長と株主還元の両立、資本効率の向上

当社は中期経営戦略として、5G通信をベースとし、データドリブンの実践と生成AIの社会実装
を進めるコア事業を中心に、これと連携してKDDIの成長を牽引する事業領域「Orbit1（DX／金
融／エネルギー）」と、将来の成長分野である「Orbit2（モビリティ／宇宙／ヘルスケア／
Web3・メタバース／スポーツ・エンタメ）」に取り組むサテライトグロース戦略を推進しています。
この実現に向けては、中長期的な投資とコストバランスの適正化が必要だと考えます。通信は当
社の重要な強みであるため設備投資を緩めることはありませんが、AIなどの先端技術投資を積極
的に行うため、インフラシェアリングや低稼働設備の見直しなどの効率化を進め、CAPEX・OPEX
水準を適切にコントロールしていきます。
また、当社は持続的成長に加え、株主還元も重視しており、配当性向40％超と持続的な増配に
もこだわっています。26.3期のDPSは、対前年で＋10.3%成長となる80円、24期連続の成長
を目指します。併せて、総額4,000億円を上限とした自己株式取得も決議しました。

経営基盤強化

1株あたり配当金80円（7.5円増）、24期連続DPS成長を目指す

⚫ 発行済株式総数の5%を超える自己株式の消却を決議※

⚫ �総額4,000億円（上限）の自己株式取得 （取得期間2025年5月15日～12月23日（予定）） 
うち3,500億円（上限）の自己株式公開買付けを決議

注） �26.3期の1株当たり配当は予想。2025年4月1日の株式分割（2分割）を反映済み。過去の配当は分割後の1株あたり相当額を記載	
（小数点第2位を四捨五入）

※ �消却後の自己株式比率が5%となるよう自己株式を消却

■ DPS成長 （単位 : 円）

26.3（予）（期）25.324.323.322.321.320.319.318.317.316.315.314.313.312.311.310.309.308.307.306.305.304.303.302.3

20

40

60

80 80.0
72.570.067.5

62.560.057.5
52.5

45.042.5
35.0

28.3
21.7

15.013.311.710.89.28.87.96.75.83.01.71.5
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自由で生産性の高い働き方を試行錯誤し、常に働き方をアップデートし続けられる“新しい働き方
の実験場”としています。新本社のグランドオープンを起点に、社員が会社・部門を超えた共創・
シナジー創出に向けて挑戦する風土を醸成していきます。
さらに、KDDI版ジョブ型人事制度を進化させ、多様な属性の社員が活躍できる環境を整備し、
人財ファースト企業への変革を続けてまいります。

カーボンニュートラルの実現

カーボンニュートラルについては、2040年度末までにネットゼロ達成を目指す等の4つの環境
目標を策定し、グループ全体で取り組んでいます。特にAIの利用拡大に伴うデータセンター設備
の電力消費拡大は当社にとっても重要なテーマであり、2025年度中に全世界のデータセンター
で利用する電力を全て実質再生可能エネルギーとすべく、省エネルギー技術の導入や再生可能エ
ネルギーへの転換を進めています。中でも、2025年度に稼働開始予定の大阪堺データセンター
では、直接液冷方式と空冷方式のハイブリッド型を採用し、再生可能エネルギー由来の電力を
100％利用する予定です。携帯電話基地局のカーボンニュートラル化についても、KDDI Green 
Partners Fundの出資先との協業によりペロブスカイト太陽電池を活用した通信基地局の実証を
行うなど、着実に取り組みを進めています。また、auリニューアブルエナジーが提供する太陽光
発電の利用や、取引先との対話を通じたサプライチェーン全体でのCO2排出量削減も引き続き
推進します。
カーボンニュートラルに加えて、スマートフォンアプリ「Biome」を活用した市民参加型生物調査を
環境省や地方自治体とともに実施するなど、生物多様性保全に向けても取り組んでおり、TCFDの
みならず、TNFDなどのフレームワークに基づいた環境関連の情報開示も積極的に進めています。
 

ガバナンス強化によるグループ経営基盤強化

近年、第三者によるサイバー攻撃等によって、重要な機密情報が外部流出する事故やサービス
の不正利用が世界的に発生しており、大きな社会問題となっています。また、サテライトグロース
戦略の推進に伴い、事業の多様化とグループ会社の増加が進んでおり、グループ全体でのリスク
対策がますます重要になっています。このような環境下において、これまでのリスクマネジメント

CFOメッセージ

体制を見直し、経営上の重要リスクを一元的に集約して審議するリスクマネジメント委員会を設置
いたしました。委員長の松田社長を筆頭に、重要リスクを特定し、対応責任者を選定の上、対応方
針を策定していきます。リスクマネジメント委員会で審議した内容は、取締役会に付議・報告する
ことで経営上の重要リスクを取締役レベルで審議するリスクマネジメント体制といたしました。
また、全ての事業活動が人権尊重を前提に成り立つものと認識し、「KDDIグループ人権方針」
を定めています。社員や取引先をはじめ、事業活動に関わるすべてのステークホルダーの人権を
尊重し、人権侵害を防止、軽減する責任があると考えています。
昨今ではAIをはじめとするテクノロジーの発展に伴い、データプライバシーなどの人権リスク

も高まっています。AIガバナンスの強化に向けては、「KDDIグループAI開発・利活用原則」の遵
守、一般社団法人AIガバナンス協会への参画、AIのセキュリティに関する情報を一元化して発信
するポータルサイト「AIセキュリティポータル」公開などの取り組みを推進していきます。

次の成長に向けては、営業キャッシュフローを安定的に創出し、設備投
資や戦略的事業投資を実施した上で、株主還元などへ配分していくキャッ
シュアロケーションが重要です。当社の強みである良好な財務基盤の維
持は前提としつつ、次の事業成長を支える財務・キャッシュアロケーショ
ン方針を計画的に考えていきます。

次の成長に向けて
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持続的な

組織成長を実現

人財戦略

KDDIグループでは「KDDI VISION 2030」のもと、社会を支えるプラットフォーマーを目指し
ています。その実現に向け、グループ全体で事業戦略を推進できる、高い専門性を持つプロ人財
の育成に注力しています。
KDDIフィロソフィを共通の価値観とし、社員一人ひとりが挑戦と成長を繰り返すことで、個々の

スキルを活かした事業変革や新たな価値創造を生み出す。これらの成果が、お客さまへ「驚きを
超え、感動をお届けする」ことにつながります。
さらに、オープンイノベーションやパートナリング戦略を軸に、グループ企業だけでなく、出資
先企業やパートナー企業との「イノベーション」を積極的に推進しています。イノベーション実現の
ためには、KDDIグループを超えた人財パイプラインを構築し、外部の労働市場からも多様な人
財を引きつけることが重要です。グループ全体、ひいては外部人財も含めて、事業に必要な人財
の量・質を充足できる状態、すなわちサステナブルな人財ポートフォリオを構築することを目指し
ています。

KDDI VISION 2030の実現に向けた人財ファースト企業のさらなる追求

三位一体の 
人事改革

グループAllでの
人的資本経営

2020
2022

2026
現中期経営戦略

次期中期経営戦略

2025（現在）

KDDI版ジョブ型
人事制度導入

人財戦略のアップデート

KDDI版 
ジョブ型

人事制度による
プロ人財育成

新人事制度の
浸透

社員
エンゲージメント

向上

社会を支えるプラットフォーマー
人財ファースト企業のさらなる追求

社会をつなぐチカラの進化
つなぐチカラの進化によるKDDIグループ社員の生きがい改革の実現

サステナブルな人財ポートフォリオ

KDDI
フィロソフィ

特技・特徴などの個性を組み合わせた
事業変革・価値創造が生まれる

プロ人財がさらなる
挑戦・成長の
サイクルを繰り返す

グループ全体で
事業戦略を支える

プロ人財が育つ
KDDIグループを超えた

人財パイプライン構築

パートナー企業
驚きを超える感動を
届ける

お客さま

多様な人財を引きつけ、人財のチカラを進化
労働市場

多様な属性の社員が活躍できる 
環境整備

DE&Iの深化
ジョブ型の進化と活用促進

人事制度ローリング

“個”として、さらなる自律を目指す

人財マネジメントプロセス改新

事業と人財戦略の連動

組織のチカラの最大化

“個”の生きがい改革

エンゲージメントの向上

生産性高い働き方の推進

“個”の違いがチカラになる

働き方アップデート
～心豊かに、仕事に打ち込む～
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人財戦略

現中期経営戦略の最終年度である26.3期は、KDDI VISION 2030の達成に向けた人財戦略
の基盤をさらに強化する重要な1年と位置付けています。この1年間で、これまでの人財戦略を
一層アップデートし、事業成長を強力に牽引する人財基盤を構築します。
当社では、社員一人ひとりの力を最大限に引き出し、組織全体の成長を加速させるため、ジョブ
型人事制度、DE&I（ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョン）、そして新本社での働き方改
革を連動させて推進しています。これらを通じて、事業貢献の最大化を目指します。
ジョブ型人事制度は個々の専門性を高め、その融合から新たな価値を生み出すことを目指しま
す。この個人の成長と創造性の発揮には、DE&Iが不可欠です。多様な人々が本来の能力を発揮
できる風土があってこそ、個人の成長は促され、組織の創造性は高まります。ジョブ型とDE&Iは、
相乗効果を生み出すものです。
私たちが目指す「サテライトグロース戦略」では、社内アセットと社外の専門性を融合して、事業
変革を行っていきます。この戦略の実現にもDE&Iは欠かせません。多様なパートナーとの協業
は、イノベーションを加速させます。今年移転した新本社は、KDDIグループとパートナーがとも
に集う場です。ここでは、偶発的な交流から新たなアイデアが生まれ、共創による価値創造が加速
します。
ジョブ型、DE&I、そして新本社での働き方アップデート。これらの連携により、KDDIは「個と組
織の戦力最大化」を実現し、事業貢献の新たな段階へと進んでいきます。

現中期経営戦略（23.3期-26.3期）最終年度の取り組み 1．ジョブ型の進化～ジョブ型らしい賃上げ～

昨今の物価高騰や社会保険料上昇が続く中でも、社員が安心して働き、スキルアップやキャリ
ア形成に集中できる環境整備は、長期的な人財投資の観点から重要です。当社では、社員一人ひ
とりのスキルアップが全社的な生産性向上と業績向上、ひいては賃上げにつながる好循環を目指
します。
このような背景を受け、昨年度に引き続き、26.3期には当社では0.2万円のベースアップと平
均1.1万円の定期昇給を行う予定です。これに加えて、高いスキルを持ち、顕著な成果を上げた
社員に対して、平均0.8万円の特別昇給および平均12.4万円の特別賞与を支給する予定です。
例えば、基幹職（非管理職）で平均グレード給（基本給）の社員が最高評価を獲得した場合、月額
換算で約8.5万円の賃上げとなります。これにより、平均約6％の賃上げ、および、高いスキルに
報いるための処遇体系の実現に取り組んでいます。
高評価者への重点的な配分は、23.3期に全社導入したKDDI版ジョブ型人事制度が掲げる「プ

ロ人財の育成」を加速させ、社員の自律的な行動と専門性の追求意欲を力強く喚起させることを
狙ったものです。KDDIがお客さまへの提供価値向上を実現させ、新たな価値創造を進めるため
には、社員のスキルアップが不可欠です。この目標達成に向け、当社は継続的な学びと自律的な
キャリア形成を奨励し、戦略的な人財投資を推進していきます。

ジョブ型とDE&I推進の共通点は「個と組織の戦力最大化」

ジョブ型

DE&I

個の成長
個人

専門性の融合
チーム

本来の
能力発揮

多様な発想を
活かしあう

同じ場所＝新本社に集いコラボ
多様な技術・発想を

組み合わせて新しい価値創出

社内アセット×社外の専門性での事業変革
KDDIグループ 事業貢献へ

パートナー

生産性向上

スキルアップ

賃上げ 業績向上

付加価値創出

一人ひとりの生産性向上と業績向上の好循環を目指す

自己投資
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2. 事業と人財戦略の連動

KDDIグループは、サテライトグロース戦略実現に向け、事業戦略と連動した人財マネジメント
を推進し、サステナブルな人財ポートフォリオ構築を目指しています。組織体制・要員計画の立案
から採用・育成・異動まで一貫した人財マネジメントプロセスの高度化に取り組んでいます。

人財戦略

人事制度 職務の見える化（JD※整備） 専門性に報いる処遇

人財マネジメント 
（採用・育成・異動）

人財多様性が肝要

環境変化（人事） 労働人口の減少 人財の流動化

組織体制・要員計画

事業戦略・利益計画

事業戦略との連動

適所適材によるポジション充足

“個”に着目したマネジメント推進

個人のWillを醸成（できる・やりたい仕事の発見）

3. DE&Iの深化

KDDIでは、2023年にD&Iに公平性（エクイティ）を加えDE&Iにフェーズアップし、多様な社
員の活躍推進を加速させています。ジョブ型人事制度をはじめとした取り組みによって、キャリア
採用比率が向上するなど、社員の採用形態・専門性の多様性は成果として表れてきています。
しかし、女性の活躍に関してはまだ課題があります。例えば、女性社員比率（単体）、女性取締役
比率は約25％と増加している一方、女性経営基幹職比率（単体・STEM除く、25.3期）は18.4％
にとどまります。そこで、2040年までには、KDDIグループ連結で女性経営基幹職比率を女性在
籍比率と同等にするという意欲的な目標を掲げ、女性活躍推進を加速させていきます。
目標達成には、全社一律の登用目標のみではなく、管掌部門ごとに採用から経営幹部候補とな

るまでの各パイプラインで課題やプロセス目標を設定し、本質的な課題解決を図る方針へ転換し
ました。
また、経営基幹職のジェンダー・年代の偏りも課題です。社内外イベントでの多様性確保のため、

「パネルガイドライン」を新設し、イベント登壇者について、女性または39歳以下を必ず1名以上
もしくは全体の25%以上を目安として検討することを義務化しました。これにより、属性・年齢を
超え、多様な視点が尊重される風土を醸成していきます。
2024年から開始した「障がい者長期インターンシップ」は法定雇用率の達成に寄与するとともに、

DX、生成AIのプログラムを通じて、障がい者の多様な活躍機会の創出にも貢献しています。グルー
プ内出向・転籍スキーム構築により、障がいのある社員の柔軟なキャリア形成を支援する予定です。
さらに2024年には、当社ならではのDE&I推進の意義を経営層で議論を重ね、多様な属性の
社員を受け入れるだけでなく、「多様な個性を組織の強みとして活かし、企業価値の向上と社会の
持続的成長につなげる」ことが目指す姿であることを合意しました。これに伴い、従来の経営層に
よる「女性人財開発会議」は26.3期より「DE&I推進会議」へと名称を変更し、議論のテーマも女
性活躍に加え、性別以外（障がい有無や年齢、個性の違い）も含む多様な社員の活躍推進へと拡
大しました。

※JD：ジョブディスクリプション

人財マネジメント強化に向け、2024年10月には、社員の自律的なキャリア形成を支援する「ジョ
ブ図鑑」を公開し、30の専門領域とジョブの役割・スキルを分かりやすく一元化しました。同年11
月には、ジョブ型人事制度で認定されたプロ人財（対象者約1,000名）を社内アドレス帳で全社公
開し、専門人財の可視化により、組織横断コラボレーションを促進しています。配置・育成強化の
ため、公募制度に加え、社内フリーエージェント制度を導入し、人財の最適な配置を通じた事業戦
略の実現を目指しています。23.3期から25.3期までには、公募制度による異動者の約25%が注
力領域であるビジネス領域へリソースシフトしました。こうした取り組みにより、注力領域における
プロ人財比率は23.3期から25.3期で約15%向上し、25.3期には全領域で45%に到達しています。
また、24.3期よりDX基礎スキル研修をグループ会社へ拡大しました。25.3期は、DXの共通
言語化の次のステップとして、「生成AIを当たり前に使えること」を目指し、スキルレベル別に育成
プログラムを展開しています。生成AIなどの活用により、定型業務を最小化、創造的な業務を最
大化していきたいと考えています。
25.3期までにDX基礎スキル研修を全社員修了、23.3期からプロ人財比率向上を進めてきた
中で、26.3期は「KDU受講率（対象講座から2単位以上の取得社員が80%以上となること）」を
KPIに掲げ、社員の意志を尊重した主体的なキャリアアップの風土定着を図っています。

今後は、タレントマネジメントシステムを刷新し、AIを活用したスキル可視化などの表示機能を
実装予定です。
要員計画では、従来の人数管理に加え、人財の「質（専門性・スキルレベル）」にフォーカスをし

た計画を立案し、採用・リスキリング・配置施策に反映する新たな人財マネジメントプロセスへの
段階的な移行を進めていきます。
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れました。　
今年度は、新本社への移転を契機に、本社を働

き方の実験場として位置付け、さらなるアップデー
トを加速させていきます。他にも業務の専門領域
や趣味などをテーマにしたイベントの開催や、得
意領域を持つ社員とマッチングできるサポート施策の検討を進めています。所属や役職を超えて
普段接点のない社員同士が偶発的にコミュニケーションできる仕掛けを作り、社内の自発的なイ
ノベーション創出を活性化させます。
また、健康経営推進として、日々の業務の中で気軽に体を動かせるよう、ウォーキングマシンな

どをオフィス内に設置している他、食生活、睡眠、マインドフルネスなど健康に関するイベントも開
催し、社員の健康リテラシーを高め、自律的な健康行動を促進しています。食堂では、健康メ
ニューの提供や、夕方以降はパートナーも利用可能なナイトパブをオープンし、社内外の交流を促
進し、リフレッシュできる場を提供しています。
社員が心身ともに充実し、最大限のパフォーマンスを発揮できる環境を整えることで、社員の成

長が会社の成長へとつながる好循環を生み出し続けていきます。

働き方アップデート
～心豊かに、仕事に打ち込む～

4. 働き方アップデート ～心豊かに、仕事に打ち込む～

KDDIでは「心豊かに、仕事に打ち込む」をコンセプトに、働き方アップデートに取り組んでいま
す。私たちが働き方アップデートで目指す姿は、「集い、つながり、成長する」そして「時間の使い
方を主体的に考える」の2つです。
昨年度は、経営基幹職の残業時間80時間超の撲滅と総実労働時間の縮減を皮切りに、全社員
が健康でやりがいを持って働けるよう、会議改革やコミュニケーション改革に取り組みました。並行
して、経営基幹職の業務負荷軽減として、リーダー向けHRダッシュボードである「マネジメントイ
ンサイト」やAIを活用した評価結果フィードバック支援プロンプトなどを展開しています。
このような取り組みもあり、「健康経営銘柄」に初選定、「ホワイト500」には6年連続で認定さ

女性や障がい者など、属性に着目した取り組みは継続しながら、今後は誰もが持つ「個性」を組
織の力として活かすための取り組みにも注力していきます。この目指す姿の基盤として、全社員共
通の価値観であるKDDIフィロソフィも「ダイバーシティが基本」という従来の概念から、一歩踏み
込んで「多様性を活かす」という考え方へ改定しました。

人財戦略

コンセプト

出社をメインに、チームの連帯感・
横断的コラボレーションを高めて、 
人間力・専門性を磨く

集い、つながり、成長する

メリハリの利いた働き方へシフトしつつも、 
誰もが思い切り働いて、
新しい価値創造に挑戦する

時間の使い方を主体的に考える

一人ひとりの異なる個性に着目多様な属性（不変的）に着目

私たちは性別、年齢、国籍、言語、障がい有無、信
仰、信条、性的指向、性自認など、多種多様な個性
や価値観を持っている

⃝ �個性とは一人ひとりから生まれる好奇心や 
情熱、考え方、コミュニケーションスタイル、 
スキル・経験など

⃝ �その背景に性別、年齢、障がい有無などの 
属性がある

国籍性別

キャリア年齢

働き方障がい 
有無

性的指向 
性自認

雇用 
形態

価値観

ライフ 
スタイル 育児有無

個性：可変的

背景：不変的
コミュニケーションスタイル

働き方

好奇心

考え方

趣味

情熱

スキル

経験

旧 新

年齢 性別
性的 
指向

障がい 
有無

育児 
有無国籍

人種

言語
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環境戦略

※1 �他社のデータセンター施設や設備を一部借り受けてサービス提供する形態、閉局予定のデータセンターは除く
※2 廃棄物を溶解処理などにより原材料として再利用すること
※3 最終処分率1％以下をゼロエミッションと定義
※4 事業による生物多様性の損失を上回る形で、生態系の保全・復元を行うこと
※5 �大規模土地改変による森林破壊の不実施または森林破壊を実施した地域の復元またはその他生物多様性の価値が高い地域の再生

リスクの低減 事業機会の創出

脱炭素社会

⃝2025年度末
全世界のKDDIデータセンターで利用する
電力の実質再生可能エネルギー割合100％の達成※1

⃝2030年度末
KDDIグループのカーボンニュートラル実現
Scope 1+2

⃝2030年度末
追加性ある再生可能エネルギー50％達成
（KDDI単体）
⃝�2040年度末
KDDIグループのネットゼロの達成
Scope 1+2+3

DX・LXなどを通じた	
お客さまのカーボンニュートラル実現

再生可能エネルギーの創出

循環型社会
⃝事業活動における資源リサイクルの追求

●� �使用済みの携帯電話のマテリアルリサイクル※2率99.8％維持
●� �撤去通信設備のゼロエミッション維持※3

通信や再生可能エネルギーで社会や
地域における循環型社会の形成に貢献

生物多様性
⃝ネットポジティブインパクトの実現※4

⃝2030年度末
森林破壊防止※5

ICT・データなどを活用した、
生物多様性の可視化・回復の支援

大阪堺データセンター

KDDIグループは、環境保全計画「KDDI GREEN PLAN」を推進しています。「地球環
境との調和」を経営理念の一つとし、「脱炭素社会の実現」「循環型社会の形成」「生物多
様性の保全」を重点課題として取り組んできました。さらに、中長期的な企業価値向上の
ため、リスクの低減と事業機会の創出についての目標を設定し、いっそうの環境価値向
上を目指し、活動を推進していきます。

脱炭素社会

KDDIは、2030年度カーボンニュートラル実現、2040年
度ネットゼロの達成に向けて、次世代の技術を活用しながら取
り組みを進めています。

脱炭素社会の実現と次世代AIインフラ構築の両立に 
向けた取り組み
近年のAIの普及と利用拡大に伴い、データセンター設備の

省エネルギー化・再生可能エネルギーへの転換が求められて
います。
KDDIでは、2025年度に全世界のデータセンターを実質再

生可能エネルギー100%で運営する目標を掲げています。
2025年度中に稼働開始予定の大阪堺データセンターと2027
年度秋に開設予定の「TELEHOUSE TOKYO Tama 5-2nd」
は、100%実質再生可能エネルギーを活用します。またAIの
活用によって高まるデータセンター需要を見据えて、最先端
のGPUサーバを想定した電源技術や冷却技術などの検証環
境を、KDDI TELEHOUSE 渋谷データセンター内に開設して
います。これらの取り組みを通じ、脱炭素社会の実現と次世代
AIインフラの構築を両立します。

KDDIの環境方針と取り組み
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環境戦略

OPSを用いた実証の機器構成 端末の手分解の様子

次世代技術を活用した脱炭素社会実現に向けた取り組み
2024年2月から、KDDI Green Partners Fundを通じて
出資している株式会社エネコートテクノロジーズと協業し、次
世代太陽電池の「ペロブスカイト型」を活用した通信基地局へ
の電力供給の実証実験を進めています。本実証は「第33回
地球環境大賞 総務大臣賞」を受賞しました。また2025年1
月から再生可能エネルギーの有効活用と災害時の通信維持を
目的に、新たな実証実験を開始しました。この取り組みでは、
通信基地局に「Open Power Station（OPS）」と呼ばれる新
型の電源設備を開発・導入し、太陽光や風力による自家発電、
蓄電池の大容量化、さらにはドローンによるポータブル電源
の運搬・充電といった技術を組み合わせて、停電時でも通信
を維持できる仕組みの構築を目指しています。
将来的には、分散している小型の電源設備を一元管理し、
一つの大きな発電所のように動かす、仮想発電所（VPP）への
展開も視野に入れています。これにより、電力の需給を柔軟に
調整できるようになり、電力の安定供給にも貢献できると期待
しています。
これらの実証実験は、KDDIが目指すカーボンニュートラル

と災害に強い通信インフラの両立に向けた重要な取り組みで

循環型社会

KDDIは、事業活動における資源リサイクルの追求やパート
ナー企業との共創により循環型社会の形成に向けた取り組み
を進めています。

手分解作業を徹底したケータイリサイクルの取り組み
KDDIは、事業活動における資源リサイクルの追求やパート

ナー企業との共創を通じて、循環型社会の形成に取り組んで
います。
携帯電話リサイクルでは、au Style／ショップおよびUQス

ポットにて、お客さまが希望された使用済み端末を無料で回収
しています。回収端末は適切に処理され、再資源化によって環
境負荷の低減に貢献しています。
端末は手作業で丁寧に分解・分類され、基板・液晶・プラ

スチックなどの素材ごとに仕分けることで、それぞれに適した
リサイクルを可能にしています。これにより貴金属や鉄、プラ

スチックなどの有用資源を再活用でき、焼却による損失も防
ぎながら、99.8%という高い再資源化率を達成しています。
一部の分解作業は特例子会社のKDDIチャレンジドが担い、

障がい者雇用の創出にもつなげています。さらに、リチウムイ
オン電池の安全な処理に関する注意喚起や、認定中古品（au 
Certified）の提供を通じて、リユースの促進と廃棄物削減を
両立しています。
これらの取り組みにより、KDDIは資源循環と脱炭素社会の
実現に貢献しています。

リチウムイオンバッテリーの回収・資源循環の確立と 
サステナブルリサイクルの実現に向け共創チャレンジに 
参画
KDDIは、リチウムイオン電池のリサイクルによる循環型社

会の実現を目指し、2022年にKDDI Green Partners Fund 
を通じて、レアメタルの再資源化技術を持つ株式会社エマル
ションフローテクノロジーズ（以下 EFT）に出資しました。
KDDIはEFTとともに、使用済み携帯電話などから取り出した
リチウムイオン電池のレアメタルを新たな電池材料として再利
用する「水平リサイクル」の実証を検討しています。EFTの持
つ革新的な分離精製技術を活用することで、従来困難だった
高効率・低コストのリサイクルが可能となり、持続可能なサプ
ライチェーン構築にも貢献が期待されています。
本取り組みを広く社会に発信するため、KDDIは、EFTを含

む4社と2025年大阪・関西万博「TEAM EXPO 2025」プ
ログラムに参画しました。リチウムイオン電池の水平リサイク
ルというテーマを通じて、KDDIは来場者に対し資源循環や環
境配慮の重要性を伝え、他の企業・団体との連携によるさら
なる共創の可能性も広げていきます。
KDDIは、今後もこうした実証を通じてバッテリーリサイク

ルの高度化と循環型社会の形成を目指します。

す。今後も最新技術を有するパートナー企業とも連携しなが
ら、再生可能エネルギーの有効活用など脱炭素社会の実現に
向けた取り組みを進めていきます。
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長野県飯田市の協力を得て、市内に生息する生物の調査
を実施
期間：2024年7月15日-2024年9月15日

「いきもの大調査 in いいだ」取り組み 2

環境戦略

■ 各社の役割

KDDI スマートフォンやドローンのバッテリーの回収

商船三井 バッテリーやリサイクル材の輸送

リーテック RES セルの再資源化分析・高純度ブラックマスの
抽出・生成

EFT 溶媒抽出によるブラックマスからの
レアメタルの分離抽出

マークテック 材料の成分・組成分析や検査

生物多様性

KDDIは、事業を運営する際の生態系への影響の配慮に加
えて、テクノロジーを用いた生物多様性の可視化・回復や、
地域社会・パートナー企業との共創による生物多様性の保全
に向けた取り組みを進めています。

自然の魅力を次世代へつなぐ市民参加型生物調査の 
取り組み
KDDIは、生物多様性の保全に向けて、地域連携と環境保

全を推進するプロジェクトを実施しました。KDDI Green 
Partners Fundを通じて出資している株式会社バイオームが
提供するスマートフォンアプリ「Biome」を活用し、地域住民
や観光客が参加する形で、生物多様性の可視化とデータ収集
を行う取り組みです。豊かな自然の魅力を学び、後世に伝える
ことを目的として実施しました。

森林問題を学べる体験型メタバース「イナの森」を提供
KDDIは、2025年6月から、長野県伊那市とともに、伊那市の

森林を題材としたメタバース「イナの森」の提供を開始しました。
「イナの森」では、伊那市の森林を再現したメタバース空間
を回遊しながら、日本全体で起きている森林破壊や人の暮ら
しによる生態系への影響などの課題と解決策についてゲーム
感覚で学ぶことができます。
本取り組みを通じて、人と森の関係性を深め、日本の森林

問題対策の重要な進展に貢献することを目指します。

環境省、青森県八戸市、岩手県宮古市の協力を得て、東
北地方の沿岸に整備された「みちのく潮風トレイル」の沿
線で生物調査を実施
期間：2024年7月25日-2024年9月30日

「三陸いきものクエスト」取り組み 1

「イナの森」内の桜
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環境配慮型素材の社会実装支援：
アミカテラ開発素材の活用	

近年、プラスチックによる海洋・土壌汚染やプラスチック製
造時のCO2排出量が深刻な課題となっており、石油由来のプ
ラスチックから環境負荷の少ない代替素材への移行が国際的
に加速しています。KDDIは、植物由来かつ生分解性を有する
プラスチック代替素材「modo-cell®」を開発する株式会社ア
ミカテラに2022年9月に出資し、共創を進めています。
2023年3月より「modo-cell®」製のKDDIのノベルティグッ
ズを販売開始し、2025年8月には新たなラインアップを展開
しました。また、2025年6月にはKDDI本社の社員食堂へ
「modo-cell®」を配合した食器を導入し、素材の実用性を検
証しています。
今後も、環境配慮型素材の社会実装への支援を通じて、循

環型社会の実現に貢献していきます。

環境戦略

排熱を活かす環境価値の創出：
熱電発電デバイスを開発する
elleThermoへの出資（2024年9月）	

オフィスやデータセンターなどで日常的に発生する排熱は、
従来の技術では発電に活用することが困難とされてきました。
こうした課題に対し株式会社elleThermo（以下 elleThermo）
は、室温以上の低温熱から電力を生み出す「半導体増感型熱
利用発電（STC）」という独自技術を開発しています。

次世代エネルギーの社会実装に向けた取り組み：
Helical Fusionへの追加出資（2025年7月）

フュージョン（核融合）エネルギーは、太陽と同じ原理でエ
ネルギーを生み出す次世代のクリーンエネルギーとして注目
されています。CO2を排出せず、安定的かつ大規模な電力供
給が可能であることから、エネルギー安全保障と気候変動対
策の両立を実現する鍵とされています。将来的なエネルギー
供給の多様化と安定化に向けて、長期的な視点での技術確立
と社会的受容性の醸成が求められています。
KDDIは、2022年11月に出資した核融合炉の開発を行う

KDDI Green Partners Fund

KDDIは、脱炭素社会の実現、循環型社会の形成、生物多
様性の保全、この3つを目指すことで、社会の持続可能性を
高めることに貢献していきます。
その実現に向けた大きな原動力の一つが、企業や組織の枠
組みを超えた共創によるイノベーションです。環境課題解決に
積極的に取り組んでいるスタートアップ企業との共創を通じ
て、KDDIとスタートアップ企業の技術を融合し、シナジーを
生み出すことで、社会・環境にとってのポジティブなインパク
トを生み出すことを目指していきます。
KDDIは、環境課題解決に取り組むスタートアップ企業への
出資を行うKDDI Green Partners Fundを2021年に設立し
ました。これまで10企業（2025年6月時点）への資金提供を
するとともに、KDDIグループの有するさまざまなアセットを活
用した事業支援や共同実証などを行ってきました。今後もさら
に環境課題解決への貢献を加速するため、優れた技術やサー
ビスを持つスタートアップ企業への投資と支援を実施します。

STC技術は、限られた空
間でも安定的に発電できる
特性を持ち、エネルギーの
地産地消や分散化に貢献す
る可能性を秘めています。
今後、KDDIは通信イン

フラやデータセンターなど
の運用現場における排熱活
用の可能性を探るとともに、elleThermoとの共創を通じて、
革新技術の社会実装を支援していきます。

elleThermoが開発する発電素子

核融合炉イメージ図
「植物由来の天然素材」	
割り箸型ボールペン

「植物由来（コーヒー）の天然素材」	
フタつきタンブラー

株式会社Helical Fusionに対し、2025年7月に追加出資を
実施しました。将来的な通信インフラやデータセンターの電力
需要を見据え、革新的なエネルギー技術の社会実装に向けた
支援を行っていきます。
また、制度整備や産業連携の促進を通じて、フュージョンエ
ネルギーの社会的受容性向上にも取り組んでいきます。
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基本的な考え方

KDDIは、2021年4月に気候関連財務情報開示タスク
フォース（TCFD）への賛同を表明しました。TCFDの提言に
従い、「ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標」の情報開
示フレームワークに基づき積極的な情報開示に努めます。ま
た、気候変動に対応する具体的な対策を講じ、行動していきま
す。さらに、自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）
の理念に賛同し、2023年4月にTNFDフォーラムに参画しま
した。TNFD提言の採用者（TNFD Adopter）にも登録をし
ています。
KDDIはTNFDの情報開示フレームワークに基づき積極的

な情報開示に努めます。生物多様性を含む自然資本への依存
と影響、事業リスクと機会の分析結果、それらに対応する具体
的な対策を講じ、行動していきます。

ガバナンス

当社は、事業を通じた社会課題の解決（SDGs）・社会貢献・
気候変動対策などのサステナビリティ（持続可能性）に関する
課題を審議する機関として、代表取締役社長が委員長を務め
取締役会の主要メンバー等で構成するサステナビリティ委員
会を設置しています。サステナビリティ委員会では、当社にお
ける気候変動・自然資本に関する重要な課題や取り組みにつ
いて確認および議論を行い、リスクと機会に関する監視、監督
を行うとともに報告事項などの承認を行う責任を担っていま
す。上期には「前年度目標達成状況の確認」と「目標未達の場
合はその要因分析と対策確認」、下期には「当年度目標進捗状
況の確認」と「次年度目標の設定」を行います。また、取締役
会は四半期ごとに気候変動・自然資本に関するサステナビリ
ティ委員会からの報告を受け、重要な課題や取り組みに対す
る施策実施の監督および指示を行っています。
また、自然関連リスク等の評価と対応で影響を受けるステー

クホルダーとのエンゲージメントとして、地域社会や住民の方
などへの影響も考慮し、「KDDIグループ人権方針」を定めて
います。これは、企業理念に基づき、すべてのステークホル
ダーに対する責任を果たすため、人権尊重の取り組みを明確
にするものとして位置付けられています。この方針に基づき、
「KDDIグループ重要人権課題」を設定していますが、その中で、

「人権に配慮したサービス・商品の提供」を達成するために、「地
域社会との調和とサプライチェーン上の人権侵害の排除」を
掲げています。設備等の建設にあたって地域住民の人権に配
慮するとともに、サプライチェーン上において紛争鉱物の使用
等による人権侵害が発生しないように注視することを約束して
います。また、現実のおよび潜在的な人権への負の影響に関
する対応について、自治体、地域社会、サプライヤー、専門家
など関連するステークホルダーとの対話と協議を行うことによ
り、人権尊重の取り組み向上と改善に努めています。

戦略

KDDIは、COP21で採択されたパリ協定の合意を受けた
「急速に脱炭素社会が実現する1.5℃未満シナリオ（産業革命
前からの世界の平均気温上昇が1.5℃未満）」と「気候変動対
策が何らされず物理的影響が顕在化する4℃シナリオ（産業革
命前からの世界の平均気温上昇が4℃）」の2つの分析を行う
とともに、TNFD提言の例示シナリオに沿った、生態系サービ
スの劣化（物理リスク）と市場と非市場の整合（移行リスク）の
2軸で描かれた4つのシナリオを想定後、そのうちリスクの高
さと起こりうる可能性の観点、TCFDとの整合性から2つのシ
ナリオを選定し、バリューチェーンにおける自然関連リスク等
を特定し、評価を行いました。

TCFD／TNFDの取り組み

 KDDIのカーボンニュートラルの定義

 KDDI  TNFDレポート

 TCFD提言への対応
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https://www.kddi.com/corporate/sustainability/efforts-environment/tcfd/
https://www.kddi.com/corporate/sustainability/efforts-environment/carbon/
https://www.kddi.com/extlib/files/corporate/sustainability/efforts-environment/biodiversity/pdf/TNFD.pdf


	 気候変動対策が何らされず物理的影響が顕在化する4℃シナリオ（産業革命前からの世界の平均気温が4℃上昇する未来）
参照：IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change）第5次評価報告書

※2 �運用保守要員3,000名のうち、緊急復旧専用要員1,000名分の通常業務を残りの運用保守要員2,000名でカバーするため、過去の各拠点での災害復旧事例を参考に1日4時間の残業を10日間行うと仮定して試算し、約480万円のコスト増加を想定。中期的（～2030年）な視点
でのBCPの見直しとBCPに基づく訓練にかかるコストとして、約9,600万円を想定

※3 Business Continuity Plan（事業継続計画）

物理的リスク分析 
（物理的シナリオ「RCP8.5」を用いて分析） KDDIとしてのリスク内容 KDDIの対応

急性 （台風や洪水等の）異常気象による災害の
激甚化と頻度の上昇 迅速な通信網復旧対応を行うための緊急復旧要員人件費等のコスト増加リスク※2 BCP※3の見直しと災害時復旧訓練実施による効率的な復旧作業への備え

慢性 平均気温上昇 お客さまからお預かりしたサーバを冷却するための、KDDIデータセンターの空調
電力使用量の増加リスク 高効率空調装置の導入や再生可能エネルギーへの置換

P I C K  U P

CEOメッセージ

CSOメッセージ

CFOメッセージ

価値創造ストーリー

マテリアリティ

サステナビリティ中期目標

環境戦略

■ �シナリオ分析結果 
急速に脱炭素社会が実現する1.5℃シナリオ（産業革命前からの世界の平均気温上昇を1.5℃とする目標が達成される未来） 
参照：IEA（International Energy Agency）「World Energy Outlook 2021」 Net Zero Emissions by 2050 Scenario（NZE Scenario）

a. 気候変動

※1 �2030年度のCO2排出量見込みは約67.5万t-CO2のため、IEA NZE 2050に基づく炭素税18,340円／t-CO2の場合、年間約123.8億円の課税を想定。課税対象となるCO2排出量の削減のため、再生可能エネルギーへと切り替えるのに必要なコストは約54億円と想定

移行リスク分析 KDDIとしてのリスク内容 KDDIの対応

政策・法規制
（短期・中期戦略）

炭素税 炭素税課税リスク※1 2030年度末までにKDDIグループ全体のScope1+2のCO2排出量を実質ゼロを目指し、活動を推進 

都条例排出規制 削減量未達となったCO2排出量に対する
クレジット（排出枠）買い取りのコスト増加リスク

21.3期-25.3期の第三計画期間に発生が予想される未達CO2排出量19万t-CO2に相当する排出権（第二計画期間に発生
したCO2排出権）を21.3期に4万t-CO2、2023年1月に15万t-CO2をあらかじめ購入した。この排出権は、21.3期-25.3
期の第三計画期間の実績により26.3期-27.3期に充当を予定

消費電力削減・CO2排出量削減への 
新技術導入（中期戦略）

通信量の増加に伴い発生する通信設備の
消費電力の増加リスク

脱炭素に貢献するサステナブルなデータセンターを目指し、25年度中の本格稼働を計画している大阪堺データセンターでは
高負荷・高発熱のサーバの導入に不可欠な水冷技術の導入を予定
また、電波発射制御の効率化（お客さまの通信量が少ない時間帯に基地局を一部スリープする）による携帯電話基地局の消費
電力削減を推進しており、25年度はさらなる消費電力削減を目的とした機能高度化を計画

市場・評判（長期戦略）
カーボンニュートラル目標未達や
再生可能エネルギー化の取り組み遅れによる
KDDI企業評価低下および加入者減のリスク

化石燃料電力から再生可能エネルギー電力への切り替えを推進。当社の事業運営で消費する電力27億kWhを2030年度ま
でに再生可能エネルギー由来のメニューに切り替え予定
また、グループ会社としてauリニューアブルエナジーが太陽光発電など追加性のある再生可能エネルギー発電事業を運営

KDDI  サステナビリティ統合レポート 202557

57

Introduction

Value Creation

Strategy

I N D E X

Data

Governance

Management Base

Management Base

	 CFOメッセージ

	 人財戦略

▶	 環境戦略

	 グループガバナンスの強化

	 非財務活動の可視化

https://www.kddi.com/corporate/sustainability/efforts-environment/carbon/


依存と影響の把握

⃝�通信事業が主な対象。そ
の他の事業については簡
易的に整理。

⃝�通信事業を評価対象とし、
原材料の調達元、事業活
動国などを整理。

⃝�ENCOREやNBI、EPI な
どの指標をもとに簡易的
なスコアリングを実施、
ヒートマップを作成。

⃝�後述

Step4-6：
リスク分析

Step1：スコーピング Step2：内部環境整理 Step3：スコアリング

⃝�前述

Step1-3：
依存と影響の
把握

シナリオⅠ

シナリオⅢ

シナリオⅡ

シナリオⅣ

P I C K  U P

CEOメッセージ

CSOメッセージ

CFOメッセージ

価値創造ストーリー

マテリアリティ

サステナビリティ中期目標

環境戦略

b. 自然資本 

■ リスクと機会の特定に使用したシナリオ

■ 依存と影響の把握アプローチ

自社固有の事業的観点等を踏まえ、識別した依存と影響の重要な項目は以下の通りです。
⃝�携帯端末の原材料（特に金属類）の採取における鉱山掘削、特に陸域の土地利用変化や水資源
への影響

⃝�携帯端末の製造における有害物質の使用による土壌汚染
⃝�基地局建設や通信ケーブル設置に伴う、陸域をはじめとした土地利用変化への影響
⃝�基地局、通信ケーブルを構成する原材料調達における水資源や気候・土地の安定化機能への依存

■ リスク分析アプローチ

リスク分析

Step4：リスクが高い項
目の選定

Step5：想定リスクに
沿った財務影響の整理

Step6：取り組むべき
施策

⃝�携帯端末、基地局、通信
ケーブル、データセンター
における原材料調達、製
造、建設・設置・使用廃棄
から、比較的リスクが高い
項目を選定

⃝�TNFDのフレームワークを
参照し、項目ごとに「物理
的リスク」「移行リスク」を
整理

⃝�リスクから想定される財務
影響を評価

⃝��リスクに対応する現状の施策
を洗い出し、対応状況を整理
⃝��引き続き、リスク低減につな
がる施策を検討・実行する

水リスク評価と対策 
近年の気候変動により水害を含めた事業リスクが生じる懸念が強まっています。災害発生時に
効率的な復旧活動に備えるための事前対策として、世界資源研究所（WRI：World Resources 
Institute）の水リスクマップ「アキダクト（Aqueduct）」を使用して水ストレスのかかる地域におけ
る水リスク評価と対策を実施しています。 
また、国土交通省または都道府県が定めた、「洪水浸水想定区域（想定最大：1000年に1度）」浸
水想定高をもとに、全事業拠点のうち影響度が高い拠点に対して対策工事を計画的に行っています。

本分析では 2030年時点を想定し、TNFD提言の例示シナリオに沿った、生態系サービスの劣化
（物理リスク）と市場と非市場の整合（移行リスク）の2軸で描かれた4つのシナリオのうち、リスク
の高さと起こりうる可能性の観点とTCFDとの整合性を考慮して以下2つの世界観を想定しました。
それぞれ 1.5℃シナリオ、4℃シナリオに向かう世界を想定しています。 

シナリオⅠ：気候変動対策と生物多様性の保全が進み、平均気温の上昇が 1.5℃以内に抑えられ、
自然資本の劣化が緩やかな世界の実現に向かう世界を想定しました。
シナリオⅢ：気候変動対策と生物多様性の保全に失敗し、平均気温の上昇が4℃以上に至り、自
然資本の劣化が甚大な世界の実現に向かう世界を想定しました。

市
場
と
非
市
場
の
整
合（
移
行
リ
ス
ク
）

生態系サービスの劣化（物理リスク）

高い

低い

緩やか 急速

4℃シナリオへ進む世界

生物多様性／気候変動への
取り組みの優先度が低い世界

生物多様性／気候変動の
認識も高まる世界

生物多様性／気候変動への取り組みがなされず、
自然の劣化が進む世界

1.5℃シナリオへ進む世界

生物多様性／気候変動へ
着実な取り組みが進む世界
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対象領域 依存と影響の 
重要な項目 区分 リスク要素 発現時期

影響の大きさ
財務への影響 リスク低減施策

シナリオⅠ シナリオⅢ

携帯端末

⃝�携帯端末の原材料（金
属類等）の採取におけ
る、鉱山掘削、特に陸
域の土地改変や水資源
への影響

⃝�携帯端末の製造におけ
る有害物質の使用によ
る土壌汚染

物理的
リスク

急性
⃝�採掘に伴う森林伐採による防
災機能の低下
⃝�洪水・土砂災害リスクの拡大

短～中期 小 中
コスト増加：サプライヤー被災による原
材料供給不安定化およびそれに伴う価
格高騰

⃝�グリーン購入法に則った製品の調達
⃝�持続可能な責任ある調達ガイドラインの運用
⃝�使用済み携帯電話リサイクルの推進

慢性 ⃝�過度な水利用による水資源の
減少 中～長期 小 中 コスト増加：原材料供給不安定化およ

びそれに伴う価格高騰
⃝�グリーン購入法に則った製品の調達
⃝�持続可能な責任ある調達ガイドラインの運用

移行	
リスク

法規制 ⃝�採掘、土壌汚染に対する法規
制強化 中～長期 小 中 コスト増加：法規制強化による供給量の

減少や価格高騰
⃝�法規制に対応した持続可能な責任ある調達ガイドラインの
調整

評判 ⃝�森林伐採や水利用、汚染など
に対する批判、評判悪化 短～中期 小 中 売上減少：顧客を含むステークホルダー

からの評判低下による売上低下

⃝�主要なサプライヤーへの環境負荷低減、生物多様性保全な
どの取り組みに関するアンケート調査などのエンゲージメン
ト実施

基地局・
通信 
ケーブル・ 
データ 
センター

⃝�基地局建設や通信ケー
ブル設置に伴う、陸域
をはじめとした土地改変
への影響

⃝�基地局、通信ケーブル
を構成する原材料調達
における水資源や気候・
土地の安定化機能への
依存

物理的
リスク

急性

⃝�設置に伴う伐採、生物生息地
の侵害、土地改変による防災
機能の低下
⃝�洪水・土砂災害リスクの拡大

短～中期 小 中

コスト増加：生態系保全にかかる追加費
用の発生
基地局や通信ケーブルの被災に伴う復
旧費用の発生

⃝�環境保全地域に適した通信ケーブルのルート設計
⃝�災害に備えた体制の整備、迅速な被災地支援活動など各種
取り組みを関係機関との連携

⃝�景観に配慮した基地局の建設
⃝�設備廃棄時のリユース・リサイクルの推進
⃝�Starlinkによる環境に配慮した通信エリア化の検討

慢性 ⃝�過度な水利用による水資源の
減少 中～長期 小 中 コスト増加：原材料供給不安定化およ

びそれに伴う価格高騰
⃝�データセンター事業における水の消費量の削減・循環利用・
排水管理の実施

移行	
リスク 評判 ⃝�景観喪失などに対する批判、

評判悪化 短～中期 中 中 売上減少：評判低下による売上低下
⃝�事業拠点の周辺におけるステークホルダエンゲージメント
の実施

⃝�自然景観に配慮した工法の実施

環境戦略

■ リスク分析結果

リスク管理

当社グループのリスク管理を主管するコーポレート統括本
部は、気候変動や自然資本関連を含め、当社の財務上および
経営戦略上、重大な影響を及ぼす全ての事業部門のリスクの
抽出を年2回、半期ごとに実施しています。抽出されたリスク
の中で、気候変動・自然資本に関するリスクについては、環境
ISOの仕組みを活用し、環境マネジメントシステム（EMS）の
アプローチで管理しています。管理対象のリスクは、関係する
各主管部門においてリスク低減に関する定量的な年間目標を
策定し、四半期ごとに進捗評価を行います。進捗評価で指摘
された改善内容については、サステナビリティ委員会傘下の

部会であるカーボンニュートラル部会で報告され、全社・全部
門に関係するリスクと機会については、サステナビリティ委員
会で議論の上、承認されます。

指標および目標

KDDIは、脱炭素社会の実現に向けて、KDDIグループとして
2040年度末までにネットゼロの達成、2030年度末までにカー
ボンニュートラル実現を目指すなどの目標を定めています。
自然関連の指標として、温室効果ガス排出量（Scope1、2、
3）、水資源消費量、産業廃棄物排出量等を定量的に把握する
とともに、廃棄物削減の取り組みを測る指標として使用済み携

帯電話などの回収数等をモニタリングし、環境負荷低減に取
り組んでいます。

環境省ネイチャー開示実践事業に採択

KDDI は、2024 年 9月に環境省の気候関連財務情報
開示を活かした自然関連財務情報開示支援モデル事業
（通称：ネイチャー開示実践事業）に採択され、環境省
の伴走支援を受けながらシナリオ分析を実施しました。
本事業の成果はTNFDレポートに掲載しています。

 KDDI  TNFDレポート
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本体各部門／子会社（内部統制責任者）

1線

25.3期のリスクマネジメント活動

KDDIグループのリスクマネジメント活動は、コーポレート統括本部を中心に一元管理する3線
体制を整えています。25.3期は、コーポレート統括本部等の2線部門が主導してコンプライアン
ス違反や情報セキュリティ事故案件の管理を実施し、リスクマネジメント業務の高度化を図りまし
た。具体的には、事故報告基準の改良や再発防止策の実効性向上、購買コンプライアンス違反発
生時の報告基準の再定義などを実施しました。
また、25.3期はKDDIグループの基本的な内部統制の管理をDX化した「KDDIリスクマネジメン

トシステム」を本格稼働させ、2線との連携によって、より高度なリスクマネジメントを図っています。
情報セキュリティ対策として、サイバー攻撃や内部不正の脅威に備え、サーバEDR※1導入によ

る監視範囲の拡大やAIを活用した新DDoS検知システムの開発 などを実施しました。また、
データガバナンス強化として、データ・AIの活用環境の整備や全社横断での情報共有・協議の実
施、広島AIプロセス※2「報告枠組み」への参加表明などを実施しました。
※1 EDR（Endpoint Detection and Response）：端末上の脅威を検知・分析し、迅速に対応するセキュリティ技術
※2 広島AIプロセス：2023年のG7広島サミットで立ち上げられた、AIを巡るルール形成を協議する国際枠組み

26.3期のリスクマネジメント活動方針

26.3期の活動方針は、リスクマネジメント体制の整備とリスク管理の対応力強化です。具体的
には、リスクマネジメント委員会の設置・運営、中長期的な潜在リスクも含めた重要リスクの特定
と対応方針の審議、3線体制の強化による効果的なリスク管理の実施、リスク情報の一元管理と円
滑な連携を行います。
また、社外の重大事故と当社の対応についても検証を進めています。他社で発生した事案を当
社に置き換えた場合の対応状況を確認し、リスク管理が企業の信頼性に直結していることを再認
識した上で、当社のリスクマネジメント強化を図ります。

リスクマネジメント委員会の設置

サテライトグロース戦略の推進に伴い、事業の多様化とグループ会社の増加が進んでおり、グ
ループ全体でのリスク対策がますます重要になっています。このような環境下において、これまで

KDDIグループのリスクマネジメント体制強化 

グループガバナンスの強化

のリスクマネジメント体制を見直し、経営上の重要リスクを一元的に集約して審議するリスクマネ
ジメント委員会を設置いたしました。委員長の代表取締役社長を筆頭に、重要リスクを特定し、対
応責任者を選定の上、対応方針を策定していきます。リスクマネジメント委員会で審議した内容
は、取締役会に付議・報告することで経営上の重要リスクを取締役レベルで審議するリスクマネジ
メント体制としました。

内部統制責任者体制
KDDIは、コーポレート統括本部を中核とする内部統制の体制を整え、グループ全体の持続的

な成長を実現するため、KDDIおよびグループ会社全体でリスクマネジメント活動を推進していま
す。KDDI社内では本部ごとに、グループ会社に対しては各社に「内部統制責任者」を配置し、さら
にそれらを統括する「内部統制統括責任者」を任命しており、同責任者のもと、内部統制システム
の整備・運用およびリスクマネジメント活動を推進するとともに、リスクが発現しにくい企業風土
を醸成するため業務品質向上活動を展開しています。

2線

■ リスクマネジメント委員会による付議・報告体制

取締役会
報告

チ
ェッ
ク

報告／付議

リスクマネジメント委員会（代表取締役社長／取締役／CxO）
重要リスクの特定 リスクオーナー選定 リスク対応方針の策定

リスクオーナー
（リスクの責任者）

リスク点検 インシデント対応・対策

報告指名
対策推進

リスクマネジメント関連部会
企業倫理部会／グループガバナンス部会／
　情報セキュリティ部会／通信基盤強化部会／ 

安全保障輸出管理部会／データ・AIガバナンス部会

リスクマネジメント 
部会 連携

報告／付議

確認／モニタリング報告 確認報告

内
部
監
査
部
3線

ヒアリング

報告
内部統制部
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サステナビリティ中期目標

KDDIグループは「KDDIグループ人権方針」 にのっとり、事業活動における人権尊重に取り
組んでいます。25.3期は人権デューデリジェンスの継続および新たな人権リスクへの対応を実施
しました。

継続的な取り組み

サプライチェーンにおける取り組みでは、サステナブル調達アンケートの結果による高リスク取
引先への改善対応率が25.3期目標の100％を達成しました。また、海外グループ会社における
人権対応の推進では、人権デューデリジェンスの法制化が先行する欧州等と日本における基準の
違いによる課題が見えてきました。26.3期は取引先支援やグループ会社の課題把握を通じ、さら
なる人権尊重活動の高度化に取り組みます。

新たな人権リスクへの対応

（1）AI・データ利活用
AIを活用した事業の拡大を踏まえ、25.3期は優先すべき課題としてAI・データ利活用領域に

おける人権リスク（プライバシー侵害やAIによる意思決定や感情の操作など）の特定に取り組みま
した。既存のリスクアセスメントにおいてそれらのリスクへの防止・低減対応は実施していますが、
26.3期はより高度なリスク低減策の策定・運用に向け、社員教育による認知向上や、グループ会
社を含めた体制構築に取り組みます。

（2）カスタマーハラスメントへの対応
KDDIグループ人権方針で掲げている重要人権課題「安全で働きやすい労働環境の整備」に対

する取り組みを一層強化するため、2024年7月に「KDDIグループカスタマーハラスメントに対
する方針」を策定しました。25.3期までにカスタマーハラスメント対応マニュアルの策定、体制整
備、および社員への周知を実施しました。従業員の心身の健康と安全を守るため、カスタマーハラ
スメントに該当する行為に対しては、毅然とした対応を講じます。

人権尊重への取り組み

グループガバナンスの強化

 人権尊重への取り組み

 KDDI グループAI開発・利活用原則

 情報セキュリティとプライバシーの保護

 サイバーセキュリティアニュアルレポート2024

（3）ウェブアクセシビリティ
障がい者や高齢者などを含む全ての方がサービスを使い価値を実感いただける状態を目指し、

また、事業戦略上においてもマシンリーダビリティをAI時代の必須要件と位置付けて、「KDDIグ
ループウェブアクセシビリティ方針」に基づきWCAG2.2 AA※を目標とした取り組みを進めてい
ます。
25.3期はウェブアクセシビリティに関するお問い合わせ先の明記を全サービスで完了し、26.3

期は、多くの方にご利用いただくお手続きに関わる接点から順次実装を進めます。
※�World Wide Web Consortium（ワールドワイドウェブコンソーシアム、W3C）勧告のWeb Content Accessibility Guidelines
（ウェブコンテンツアクセシビリティガイドライン、WCAG）により策定された基準で、世界で最も一般的に用いられています

 KDDIウェブアクセシビリティ方針

KDDIでは、社内の情報セキュリティ規程に基づいて情報資産の分類を行い、その重要度に応じ
た情報資産の取り扱い方法を定めるとともに、セキュリティ対策を適用することで、適切な情報資
産管理を実現しています。例えば、お客さまの情報については、インターネットからのアクセスが
遮断された端末のみで取り扱い可とし、厳格な権限管理を施すなど、限られた人しか当該情報資
産にアクセスすることはできません。また、重要な情報と分類された情報資産については、強固な
暗号化を施すことで、社外の第三者による閲覧ができないように情報資産を保護しています。ま
た、25.3期はAIを活用したDDoS攻撃の可視化に取り組むなど、情報セキュリティに関する開発・
研究を推進しています。
KDDIの情報セキュリティに対する取り組みは、サイバーセキュリティアニュアルレポートで開示

しています。

情報セキュリティの強化
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https://www.kddi.com/corporate/kddi/philosophy/human-rights/
https://www.kddi.com/corporate/sustainability/society/human-rights/
https://www.kddi.com/corporate/kddi/public/ai_principles/
https://www.kddi.com/corporate/sustainability/governance/security/
https://www.kddi.com/extlib/files/corporate/kddi/public/security-portal/cybersecurity-annual-report/pdf/csar_2024.pdf
https://www.kddi.com/corporate/sustainability/society/customer-harassment/
https://www.kddi.com/corporate/sustainability/society/webaccessibility/


P I C K  U P

CEOメッセージ

CSOメッセージ

CFOメッセージ

価値創造ストーリー

マテリアリティ

サステナビリティ中期目標

  統合レポート2021「非財務情報と企業価値の相関を探る」

  サステナビリティ統合レポート2023「非財務活動の可視化による活動改善」

  ソーシャルインパクト可視化の取り組み

非財務活動の可視化

KDDIは、サステナビリティ経営を推進する取り組みとして、非財務活動と企業価値の関係性を
分析し、可視化する活動を実施してきました。22.3期は、ESG開示の拡充を主眼とした、非財務
活動とPBR（株価純資産倍率）の相関分析を実施し、23.3期は、さらに深掘りする分析として、因
果関係も含めた定量的な分析を行いました。

KDDIの事業活動がもたらすソーシャルインパクト

企業が行う活動が社会や環境に及ぼす影響を金額換算して定量的に示すことで企業価値の理解
促進を図るため、ソーシャルインパクトの可視化を推進しています。24.3期からはKDDIが提供す
るIoTビジネスについてインパクト加重会計を実施しています。本取り組みは、IFVIが提唱する「イ
ンパクト加重会計」のフレームワークに即して実施しています。
KDDIは、20年以上にわたってIoTビジネスを展開してきました。IoT回線数は5,104万回線

（2025年3月末時点）になり、自動車やセキュリティ、電気・ガスなどの業種へ提供されています。
これらのIoTビジネスの提供が社会に対しどのようなインパクトをもたらしているのか、インパク

ト加重会計を用いて定量的に可視化した結果、交通事故時の緊急通報による被害軽減をはじめと
したソーシャルインパクトは6,461億円（25.3期）と算出されました。IoT回線数の増加に伴い、
前期（24.3期）に算出された5,023億円と比較しても、ソーシャルインパクトの拡大が着実に進ん
でいることが分かりました。
今後も、ソーシャルインパクト可視化の取り組みを広げ、さまざまな事業活動が社会に及ぼす影響

を明らかにしていきます。取り組みの詳細や最新の取り組みは以下のリンクからご覧いただけます。

これまでの取り組み ■  IoTビジネスに関するインパクト加重会計（25.3期）

■  IoTビジネスのソーシャルインパクト内訳・推移

[A] 売上収益 1,399,787

[B] EBITDA 343,432

[C] IoT回線のソーシャルインパクト 646,119

インパクト加重会計の総利益（=［B］+［C］） 989,551

売上収益に対するインパクトの比率（=［C］/［A］）　 46.2%

EBITDAに対するインパクトの比率（=［C］/［B］）　 188.1%

（百万円）

提供先
ソーシャル 
インパクト 

（24.3期）

ソーシャル 
インパクト 

（25.3期）
算出に用いたソーシャルインパクト（例）

自動車 417,337 546,184
事故時の緊急通報による被害軽減効果

最適なルート表示に伴う車両からのCO2排出量削減効果

セキュリティ 56,591 59,309 ホームセキュリティ利用による火災起因の死亡回避効果

電気・ガス 20,969 31,007 検針自動化による生産性向上効果

その他 7,369 9,619 上記以外のIoT回線の安定的な提供による生産性向上の価値

合計 502,266 646,119 ー

（百万円）

25.3期より、経営層が出席する重要会議において、付議案件がもたらすソーシャルインパクト
について説明・確認する運用を開始しました。
案件の財務数値だけでなくソーシャルインパクトについても実施意義として言語化することで、

社員がサステナビリティ経営の理解や実践を深めることを目的としています。これにより、その後
の事業を通じてもたらされるソーシャルインパクトがより大きなものとなることを目指しています。
具体的には、付議案件によりもたらされるソーシャルインパクトの内容やその受益者、そこに至

る考え方や背景などを付議部門が検討し、その内容が十分なものとなっているかをサステナビリ
ティ経営推進本部が事前に確認しています。今後は、対象案件を広げることによる量的拡大と、
ソーシャルインパクトの定量化による質的向上の面からも本施策を強化していきます。

重要会議におけるソーシャルインパクト可視化施策
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https://www.kddi.com/extlib/files/corporate/ir/ir-library/sustainability-integrated-report/pdf/kddi_sir2023_j.pdf#page=56
https://www.kddi.com/extlib/files/corporate/ir/library/annual_report/pdf/kddi_ar2021_j.pdf#page=32
https://www.kddi.com/corporate/sustainability/engagement/
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